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むすびにかえて

は　じ　め　に

　国民経済計算についての研究者の代表的たかつ唯一の国際的な交流の場である国際所

得国富学会（Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａ１Ａｓｓｏｃ１ａｔ・ｏｎ　ｆｏｒ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ ・ｎ　Ｉｎｃｏｍｅ　ａｎｄ　Ｗｅａ１ｔｈ　以下ＩＡＲＩＷと

略す）の第１９回総会は，今１９８５年８月の最終遇剛こ， オラソダ ・デソハーグ市郊外

Ｎｏｏｒｄｗ１ｌｋｅｒｈｏｕｔにあるＬｅｅｕｗｅｎｈｏｒｓｔ会議セソターで開かれた。第１回総会が英国 ・

ケソブリッ ジで１９４９年に開催されて以来，きっ ちり２カ年に１回の頻度スケジ ュールで

かつ毎回成功裡に同会がもたれているのは数ある国際学会のなかでも稀有とはいわたい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
までも珍しい都類に属するのではなかろうか。それだげに長年にわたり同学会の事務局
　　　　　　２）
およぴ機関誌の発行という労を続けてこられたラグ ノレス 夫妻（ＮａｎｃｙａｎｄＲ１ｃｈａｒｄＲｕｇｇ１ｅｓ

いずれもイニール大学）およぴ毎回の開催各国の関係諸官庁（主として中央統計局）さらには

ＳＮＡ体系の作成に多大な貢献のあったＳ１ｒ　Ｒ１ｃｈａｒｄ　Ｓｔｏｎｅ 教授（ヶソブリヅソ大学）を

はじめとする先輩諸学者，諸研究者各位に感謝の意を表したい 。

（３８０）
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ユ　１９回総会のプ ロクラムおよぴ会議の運営方法

　ＩＡＲＩＷ総会のプ ログラムは毎回とも前回総会（したがって今回は前１８回ルクセソブルグ

総会）の木曜夜に開催される会員出席著大会席上で出席会員の自由発言が出発点であり
，

提案理由を添えて和気あいあいな雰囲気で提案される。細部にわたる総会時までの変更

を含むものの，その夜引き続き開かれる理事会で７～８部会（Ｓｅｓｓ・ｏｎｓ）毎の課題（Ｔｈ←

ｍｅｓ）に纏められ，各Ｏｒｇａｎ１ｚｅｒｓの氏名とともに総会終了目までに一Ｓｅｃｒｅｔａｒｙ（Ｎ

Ｒｕｇｇ１ｅｓ 教授）から予告され，報告を希望する出席者と各Ｏｒｇａｎｉｚｅｒの他薦 ・自薦の交

渉が会場内外で繰り広げられることにな っている 。

　第１９回総会の景終プ ログラムは以下の通りであ った 。

　８月２６目（月）終目；ＳＮＡの改訂問題

　　　２７日（火）午前；国民勘定体系におげる資金循環と金融諸統計

　　　　　　　　午後；同勘定体系におげる金利および金顧仲介機関の取扱いについて

　　　２８目（水）終目；エクスカーショソ（アムステルダムおよび同近郊の見学 ・観光）

　　　２９目（木）午前 ，所得およぴ総消費における分配 ・再分配間題

　　　　　　　　午後 ，経済 ・杜会諸統計の共通 フレーム ・ワーク内での統合

　　　３０目（金）午前；サービス活動の計測

　　　　　　　　午後 ；地域諸勘定

　　　３１目（土）午前；その他の提出論文

　以上の各部会のうち大きなそれはさらに細部の論題毎にまとめられており ，例えぱ今

回の第１Ｓｅｓｓｉｏｎ（ＳＮＡの改訂）は

　Ｉ ．Ｓ　ＮＡの展望プ ログラム

　Ｉ ．Ｓ　ＮＡ勘定体系の構造

　皿．部門分割について

　Ｖ．Ｓ　ＮＡと他の統計システムとの調整

など，また第７Ｓｅｓｓｉｏｎ（地域諸勘定）では，Ａ．各国の経験とＢ．国際間の経験などに

分割された 。

　また論題として共通名は付されてはいないものの，内容上の共有性 ・類似性をもっ た

提出論文は一括され，その一括された範囲内で討論者（Ｄｉｓ・ｕｓｓａｎｔｓ）が予め定められて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３８１）
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おり ，会議の進め方としては，それぞれの討論者が中心となって担当範囲の各提出論文

内容の感想 ・批判 ・意見を含めた紹介をまず行い，フロアから質疑 ・意見および批判を

聴取した後，論文作成者がそれらに総括して応答し，冒頭論文の紹介 ・位置つげを行 っ

た議長（各Ｓｅｓｓ１ｏｎのｏｒｇａｎ・ｚｅｒ）が最後に以上を集約するという方式である
。

　以上の運営方式をとるためには，Ｄ１ｓｃｕｓｓａｎｔｓ をはじめ総会出席予定者には出発以前

に提出論文が本国住所に送付済であることが前提（たお会場でも限定部数は配布されるが）

となり ，すでに数カ月前に論文作成者は，送付先リストを学会事務局本部より配付され

る。 これにより通例の国際会議出席者にとっ て悩みの種である提出論文の大量持ち歩き

という難行は回避できる（現地からの郵送も可能だがその手問費用からして簡単ではない）

ものの（今回総会での提出論文数は自由提出を含み約７０部に及ぶ）一方，論文作成者にとっ て

は総会開催期日の何カ月も前に提出論文を完成させなげれぽならたいという苦行が伴う

ことになる 。

　ところで上記した各部会（Ｓｅｓｓ・ｏｎｓ）は，ｒ部会」とは称されているものの，それぞれ

の課題 ・論題から区別され主として午前と午後に時間配分されており ，特定の分科会

（たとえぱ１７回のＩｎｐｕｔ－Ｏｕｔｐｕｔ　Ｃｏｍｐ１１ａｔ１０ｎｓのそれあるいは国際連合各本部統計局関係者の会合

など）を除げぱ同時平行で開催されることはなく ，総会出席者は，期目を限って出席す

るか自発的にニスケープしたい限り（総会開催地はこれまで１～２の例を除き圧倒的に ヨーｐ

ツバ各国各都市であり，出席者家族用に水曜日の全員エクスカーショソ以外にも連目観光プ ログラ

ムが供されている），総会での全部会に出席できる手筈とたっている 。

２　今総会におげる各ＳｅｓｓｉＯｎの概要

　（１）　Ｓ　ＮＡの改訂間題

　よく知られているように，国民勘定体系（Ａ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｏｆ　Ｎａｔｉｏｎａ１Ａｃｃｏｍｔｓ 以下Ｓ　ＮＡと

称す）は，国連から１９５３年に提唱された国民所得勘定を中心とした旧ＳＮＡが，その後

国際収支などの面で小幅な改訂（１９５９年および１９６４年）をほどこされ，１９６８年に改めて産

業連関勘定 ・国民資産（資本）勘定 ・資金循環勘定の５勘定が連結され一体化された新
　　３）
ＳＮＡが誕生するに至った。その後の経過は，この新ＳＮＡ体系を各国の国民経済計算

として普及させ，その経験を受げて将来改訂に備えた問題点の確認とその解決方法を探

る方向にあったと云える。これは，各個別国の体験ばかりでたく ，当然のことながらＯ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３８２）
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Ｅ　Ｃ　ＤおよぴＥＵＲＯＳＴＡＴならひにＩ　ＭＦなと国際機関で作成されている諸統計との

調整を含むものであ った 。

　ＩＡＲＩＷの今１９回総会における第１Ｓｅｓｓ１ｏｎは，こうした調整過程を受けて次の大改

訂が予定される１９９０年におけるその改訂方針を模索するそれであ った 。

　まず，現在国連ニュー・ ヨーク本都の統計局長の職にあり ，このＩＡＲＩＷでも理事

として長年活躍してこられた倉林義正（一橋大）教授の，主として１９７５年以降におげる

国連およぴ上記国際諸機関を中心とした将来改訂方向の討議の経遇を展望する論文が冒

頭を飾った 。

　倉林論文によれぱ，将来改訂のために組織された専門家グループによる改訂方針につ

いての意向は，現在確立されたＳ　ＮＡの時系列上の連続性を保持するためにも，改訂は

小規模にすべきという要旨を踏えつつも，現行Ｓ　ＮＡにたお残存するいくつかの不明噺

さは除去さるべきとする議論，また改めて体系に付け加えるべき観点などについての展

望が上記の各国際諸機関との調整経過を中心に紹介されている。ここでは紙幅の関係か

らそれらの詳細た内容を記述する余裕はないが，その課題性としての及ぶ範副こふれる

と， Ｓ　ＮＡの構造 ・制度部門に関する事項（たとえぼマクロ ・ミクロの統計データの連結性 ，

制度部門とくに対家計非営利サーピス部門の分割および政策彩成者に対して国民勘定の果す役割た

ど），価格 ・数量比較における指数問題および交易条件，公共部門勘定では，政府財政

統計（Ｇ　ＦＳ）とＳ　ＮＡにおける基準の相互調整 ・調和の問題，一般政府と政府事業部

門との生産勘定，政府活動 ・目的の分類問題さらには杜会保障の扱い方なとに及んでい

る。 また対外取引勘定では，Ｉ　ＭＦ国際収支統計とＳ　ＮＡ分類間の調整および移民労働

者を対象とする居住者定義の確定などの項目，つぎに家計部門勘定としては，所得分配

・消費 ・蓄積問におげる特殊取引（たとえぼ個人業主所得，雇用者補償１， 年金および保険授受

など）の取扱い方，地下経済を合む非公式活動，医療 ・教育などの官民制度差による国

際間の調整間題，消費者補助金 ・帰属利子の取扱い方などの各国問におげるその差異
・

相違が顕著にみられる項目，また金融フローについては，貸借対照表と国民勘定との調

整とくに対外関係に生ずる問題および金融資産 ・負債の分類，イソフレーショソ会計 ，

地下資源の消費評価，資本財リースの扱い方など，いずれも現実経済が生みだす新事態

をとのように勘定処理するかをめくっ ての諸問題かあげられている。生産勘定としては ，

以上にあげた諸勘定における問題点が及ぼすＧＤ　Ｐへの影響，投入 ・産出表の作成基準

とＳ　ＮＡ基準とを一層合致させた統計の作成間題さらには情報化杜会との関連でサ ービ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３８３）
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ス計測の問題一とくにサーピス貿易 ・ニューサービス活動の産業構造に及ぼす影響，情

報・ 文化および関連労働の評価が国民勘定にどのように算入さるべきか，それらの実質

生産額 ・付加価値の評価 ・計測が財貨経済（ｇｏｏｄｓ　ｅｃｏ．ｏｍｙ）に用いられている基準をそ

のまま適用する困難性（その概念上および調査上に付随する）たどがその課題として掲げら

れた。最後にその他勘定におげる調整問題として地域勘定を国内およひ国際間で今後ど

のように発展させていくか，四半期別国民勘定の意義さらには中央計画経済体制におげ

るＭＰ　Ｓ；（Ｍａｔｅｒ１ａ１Ｐｒｏｄｕｃｔ・ｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ）の発展を前提としたＳ　ＮＡとの連結間題などがあ

げられている 。

　倉林論文では，これらの課題が国連およぴ国連と他の国際諸機関との問にもたれた専

門家会議の経過を通じて紹介されているが，ここでそれらをＳＮＡ改訂課題の及ぶ範囲

として逐一揚げたのも，その改訂課題と今１９回ＩＡＲＩＷ総会プ ログラムとの関連性を強

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
調したいがためでもあり ，両者がいかに密接に関連しているかの一端が示されている 。

　この倉林論文についてのＤ１ｓｃｕｓｓａｎｔｓは，昨１９８４年 ノーベル経済賞授賞者のＲ
Ｓｔｏｎｅ 教授，長年Ｓ　ＮＡをはじめ統計整備に国際的に活躍 ・貢献してきたＯ　Ａｕｋｒｕｓｔ

（ノールウェイ中央統計局）氏および国連開発計画委員会のＵ・Ｓ・Ｃｈｏｕｄｈｕｒｙ（ザソバビニ）

女史と豪華た顔ぶれであ った 。

　このうち，Ｓｔｏｎｅ 教授によるコメソトを要約して紹介すると，教授は，国際的な統計

基準が世界で最初に討議されたのは，１００年以上も前の１８５５年でブラ ッセル国際統計会

議（Ｉｎｔｅｍａｔ・ｏｎａ１Ｓｔａｔ・ｓｔ・ｃａ１Ｃｏｎｇｒｅｓｓ）でありそれ以来定義と分類についての生死の歴史が

繰り返されてきたと前置きしつつ，その変遷を生む諸因としてひとつは統計が実務に役

立つという目的をもっ ておりそれがために妥協を強いられざるを得ないこと，ふたつに

は歴史は静態 ・動態の繰り返しで統計はその新旧いずれの事態にも答えなげれぱならな

いという宿命を荷っていること，三つには過去との連続性と現状認識との要請に避け難

いコソフリクトが存在するし，統計収集 ・加工技術も初期には想像もつかない改善が行

たわれ，とくに国際的整備の各段階では，国際基準の設定，各国統計局による導入，そ

れらの評価が充分確認される前に一層の討議，分類および実験が要請されるという ，教

授常々の控え目た調子たがら自ずからも統計関係者のひとりとして，その苦渋と宿命的

な立場にまず同情を示し満場の共感を口乎んだ。その上で教授は，倉林論文で言及された

ことが予定されている１９９０年改訂に実現するたらぱ（国連をはじめ各）統計局の一大勝

利と評されるだろうとしたがらも，現状から要望されることは大きな革新を導入するよ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３８４）
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りは各国統計局の仕事を単純化させてやる必要が優先さるべきとし，その単純化は他の

国際機関との可能な限りでの調整を前提としつつも，６８年改定の概念 ・定義を整理する

ことによっ て実玩できると見通しを立て，ｒハソドブ ック」作成も体系の煩を判知する

ことにつながろうとの助言を行った 。

　６８年改定の当事者（といやよりは文字通り推進者）のひとりとして・教授は・当時の改定

は一種のガイドライソを示したつもりで全ての国で詳細な完成をみる体系とまでは考え

ていなかったと弁解しつつ，具体的な改訂方針として，当時からの情報からすれほ各段

に進展している部門とし，６８年改定で不充分であったとみなされる家計部門，貸借対照

表および調整勘定ならびに地域次元の各勘定の細分化を目指すことを勧奨され，そうす

ることによって不充分であったＳ　ＮＡの統合化が一層推進されるであろうとし，関連の

数量的な経済分析が進められるべき分野とし，¢ラグ ノレス夫妻の研究業績に沿ったマク

ロ・ ミクロ の統合化，　国民勘定の推計に統計学的方法を導入すること ，　Ｓ　ＮＡとＭ

Ｐ　Ｓの統合化，＠経済的，杜会的人口動態と環境面での統計を体系化したシステムを構

築することの４点をあげ締め括りとされた 。

　総会当初でかつ冒頭の，上に紹介した倉林 ・Ｓｔｏｎｅ 両教授のやりとりは，やや誇張し

ていえぱ，今総会の論題の殆どすべてにわたりそれをめぐっ てのその後の一層具体的た

議論の方向と基調を決めたともいえる 。

　まず月曜終目を使って継続したＳＮＡ改定問題では，その午前の部として各国統計局

を構成する有カ メソバーからのＳＮＡ体系の構造 ・部門分割問題の報告 ・討議に引き継

がれた。オラソタ中央統計局のＣ　Ａ　ｖａｎ　ＢｏｃｈｏｖｅおよぴＨ　ｖａｎ　Ｔｕ１ｎｅｎ 両氏から

Ｓ　ＮＡのあるべき構造としてもっと弾力的な体系を目指して国民勘定の基本を受けもつ

核（ｃｏｒｅ）ンステムと分析的かつ特定目的をもつフロヅク諸勘定（ｂｕ・ｌｄ・ｎｇ　ｂ１ｏｃｋｓ）とに

分け両者のそれぞれの目的に合致させた整合化が計られるべしとする報告，Ｅ　Ｓ　Ａ

（Ｅｕｒｏｐｅａｎ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｏｆ　Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｅｃｏｎｏｍ・ｃ　Ａｃｃｏｕｎｔｓ）およぴＩＮＳＥＥの経験を踏まえ
・

Ｃｅｎｔｒａ１Ｓｙｓｔｅｍとしてのマクロ勘定とミクロ勘定との整合的統合化を計るＡ
　Ｖａｎｏ１１

（フラソスＩＮＳＥＥ）氏の報告，市場敢引の捕捉を強調しながらそのＳＮＡにおげる不傭

を補う金触フロー（企業間 ・個人問および両者と政府間）を重視することによっ て非市場取

引の捕捉を可能にするとするＨ．Ｌｕｔｚｅ１（ドィッ連邦統計局）氏の報告などが構造（Ｓｔｒｕｃ ・

ｔｕｒｅ）問題についてのそれらであ った。ついで部門分割（Ｓｅｃｔｏｍｇ）については，表面上

頑強にＳ　ＮＡ移行を拒み続けながら実態では１９７７年産業連関表でそれに一歩踏み出して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３８５）
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いる米国勢Ｃ・Ｓ・Ｃａｒｓｏｎ およびＨ・Ｓ・Ｔｉｃｅ（商務省経済分析局）両女史の同国の統計整

備の実情におげるプラグマティズムの立場からするＳ　ＮＡ（エレガソス）への提案
，ま

た， 統計単位と経済主体との関係および両者が分類基準上どのような位置を占めるかに

ついて「哲学的」な議論を展開するＡ　Ｆｒａｎｚ（オーストリー中央統計局）氏の報告などで

午前の部が区切りとなった 。

　次いで月曜午後の部では，前半にＩ　ＭＦと国連統計局とのこれまでの調整問題

そのひとつは外為会計に占める政府金融勘定と国民会計勘定との関係などの新局面での

間題・また伝統的課題ともいえるＳＮＡと国際収支勘定（ＩＭＦ方式）との調整問題が
，

さらにはＩｎＰｕｔ－ＯｕｔＰｕｔ表のＳＮＡ基準およびＥ　Ｓ　Ａの改訂にみられる改善点などが国

連統計局（工 ｖａｎ　Ｔｏｎｇｅｒｅｎ およびＴ　ｙｉｅｔ両氏），Ｉ　ＭＦ（Ｊ．Ｌｅ・ｉｎ およびんＢｏｕｔｅｒ 両氏）
，

ＥＵＲＯＳＴＡＴ（Ａ　Ｃｈａｎｔｒａ１ｎｅおよぴＢ　Ｎｅｗｓｏｎ
両氏）各担当局員を中心に報告 ・討議さ

れた 。

　ＳＮＡ改訂間題の締め括りとしては国連統計局におげる国際調整としての２大プ 回ジ

ェクトについての報告，０購買力平価調整を中心とする国内総生産額（ＧＤＰ）の国際

比較（ハソガリー出身のＬＤｒｅｃｈｓ１ｅｒ 氏および倉林氏），◎ストーソ教授冒頭の言及にもあ つ
た， 杜会主義中央計画経済体制におげる全経済活動の捕捉統計 ンステムであるｒ物的生

産の体系（Ｍａｔｅｎａ１Ｐｒｏｄｕｃｔ　Ｓｙｓｔｅｍ）」とＳＮＡ体系の調整可能性と問題点を探る報告（Ｙ

Ｉｖａｎｏｖ 国連統計局員），および現行Ｓ　ＮＡ体系としてもまた経済情報としても弱点のひと

つとされる所得分配面に国際基準（ガィドラィソ）の改定を提言する執告（Ｃ．Ｎｏｒｒ１ｏｆ前

国連統計局員 ・現スウヱーデソ国際開発局員）があり ，初目を終えた 。

　すでに記したように，この初日プ ログラムであるＳ　ＮＡ改訂問題は，そこで総括的に

採り上げられた個々の課題が２日目以降の各部会でより深く掘り下げられかつ普遍化さ

れる当初の課題設定としての役割を充分以上に果し，以後の報告 ・討論の内容とその帰

趨に関心を抱かせて余りのある展開とた った 。

　（２）国民勘定体系における資金フローと金融諸統計

　杜会会計 ンステム体系の一環として資金循環を把握する統合的な掌握を企図して大挽

模な（国際）会議がはじめて催されたのは筆者の記憶するところでは１９５９年であり，Ｎ

ＢＥＲ（Ｎａｔ１ｏｎａ１Ｂｕｒｅａｕ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ・ｃ　Ｒｅｓｅａｒｃ
ｈ）の所得 ・富研究 ンリーズの第２６巻として

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
その会議のプ ロシーデソグが刊行されている。その後４分の１世紀を経た現在，統計把

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３８６）
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握システムとしての発展もさることなカミら現実経済におげる内外資金循環をより複雑化

している諸間題は引きも切らず，その会計システムとしての統合化を一層困難た道程と

している 。

　今回のＩＡＲＩＷ総会においても，まず西欧各国の統計局局員から主として国内経済

政策との関連からの報告があ った。すなわちＩＮＳＥＥ（フラソス）局員からフラソス中央

銀行の各種オペレーショソ政策を国民勘定の体系でどのように評価するか，その諸基準

と勘定体系による評価値の差異を，Ｕ．Ｋ．中央統計局局員からは年金 ・生命保険資金の

家計資産に占める評価と国民総資産 ・資本勘定での英剛こおけるそれらの取扱い例を ，

またカナダ（Ｐ．Ｓ．Ｓｕｎｇａ 統計局員）からはイソフレーシ ョソ会計による有形 ・無形両資

産の純資産価値としての再評価問題についての報告があ った。また因際機関（ＩＭＦ）か

らは国際金融統計の立場とくに変動為替制下において益々その取引が大規模化 ・複雑化

している国際間の金離 ・非金融諸機関相互の資金フローをどう把握するかの報告が，さ

らに内外金融を切り結ぶ間題として コロソビア中央統計局局員から為替 レートの変更と

それによる国内資金勘定および国際収支勘定の再評価措置についての報告がそれぞれそ

の具体的な手続き例に即してあ った 。

　この２目目午前のＳｅｓｓｉｏｎ　Ｏｒｇａｎｉｚｅｒであり ，学会のＳｅｃｒｅｔａｒｙでもあるＮａｎｃｙ

Ｒｕ９９１ｅｓ 女史からは，このＳｅｓｓｉｏｎの総括と前目のｒＳ　ＮＡ改訂問題」で出された金

融勘定の改訂視点の掘り下げとその改訂方向についての報告があ った 。

　女史は，資金（フロー）勘定と資産（ストック）勘定の相互整合関係を基本視点として

掘えて，前半にＳ　ＮＡ構造フレームに関連した諸問題を，後半にそれと不可分の関係；こ

ある制度部門分割の問題をそれぞれ採り上げた。前半部分では，統計の可能性としての

金磁面におげるストヅクとフローの相互関係を再認識した上で，具体例として土地およ

ぴ再生産不可能な有形財（地下および海洋資源なと）およぴ家計部門耐久財　年金保険と

の問題にふれ，現行Ｓ　ＮＡでは前者について市場で売買された場合のみの評価では不充

分であること，後方について粗固定資本彬成から除かれていることの不具合を指摘し ，

両者の資産勘定への算入とそのフロー勘定での取扱い方法を示喫した。こうした取扱い

方法を先例として資本 ・資産貸借表の構造問題として，資産 ・負債の併記方式（ｒ純」で

はなく）を徹底させることの利を金融資産およびその他無移資産（たとえぼ各種固定資産リ

ース，特許，商標たど）に拡張すること，ｒ調整勘定」におげる価格変化 ・不時の損耗に

ついての取扱いがそれにより一層機能的になること，総じてキャピタル ・ゲイソおよび

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３８７）
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ロスのなかで量的評価を必要とするものの算入への途を開くことなどが強調された
。

　後半の部門分割間題については，前半の構造間題との関連でＳ　ＮＡとＩ　ＭＦ諸基準と

の， 政席と金融諸機関，家計問，金磁諸機関問，および非金融企業剛こついての取扱い

の相違とくに杜会の新しい二一ズと制度機構の変化が貨幣概念を変化させている間題を

採り掲げた。とりわけ年金ファソド準備の金顧市場に与える支配的影響，家計の所得分

配および貯蓄行動，有形資産と金融資産 ・負債に高まる関心の増犬を考えると，生産 ，

所得および資本移成についての金融情報に体系性を与えたＳ　ＮＡは称賛さるべきものと

しても，たお多くの改善点が残されているという注目すべき指摘を行った 。

（３）国民勘定体系における金利および金駿伸介諸機関の取扱いについて

　金利もしくは利子が何故発生するかは経済学にとっ て古くからの基本問題のひとつで

あっ た。 古典派（Ａ．スミス）によれぱ，借手が貸手から与えられた貨幣利用の機会を利

用（それ自体危険と困難を押）して稼得した利潤から支抵われる報酬として理解される一

方， 忍耐への報酬（新古典派）あるいは勢力説など様々である。国民勘定における金利

の取扱い方も上の（新）古典派以来の伝統的考え方が引き継がれ，（資本）要素収益の一

部とみなされ貸付金利収入と預金金利支払いの差額が金融部門の産出額として計上され

てきた。しかしこの計算方式では当該産業の産出額が負となる可能性を秘めており ，そ

れを避げるため新Ｓ　ＮＡでは銀行をはじめとした金融諸機関の金融サービスに対して他

産業の付加価値から支抵わるべしとする，帰属計算料として敢扱われるようになったが ，

この取扱い方でも企業負債についての金利は算入されるが，政府負債 ・消費者負債につ

いてのそれは敢り除かれてしまうという新た衣困難を生じさせることになった（なお以

上のＳ　ＮＡに対しＥ　Ｓ　Ａに依斑する欧州諸国の多くは金利収入 ・支抵を移転所得 ・支出として取扱

っている）。

　ＩＡＲＩＷ学会では，すでにＰ．Ｓ．Ｓｕｎｇａ（Ｃａｎａｄａ 統計局）氏から前１８回総会（ルクセソ

　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
ブルグ）で改訂方法の報告があり論文化されているが，それによれぱ，この問題につい

ての処理にはＳ　ＮＡの体系そのものが活用さるべきとし，企業負債についての支拡金利

は当該産業の中間支出（従来の産出成果としての収益からではなく中間投入）として生産勘定

で， 所得 ・支払勘定では政府債の金利およぴ消費負債の金利のうち移転に相当する部分

を， 支払勘定で政府によっ て支払われる金利および消費者によっ て支払われる金利さら

に資本形成の金融利子部分を最終消費として整合的に取扱われることが示された 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３８８）
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　今１９回総会でも以上を受けてＳ．Ａ．Ｇｏｌｄｂｅｒｇ（前国連統計局長）氏から上記Ｓｕｎｇａ 氏

論文に対しての賛辞とともに，従来からの敢扱い方法とその基礎概念を展望しつつ，金

利と同じ コモティティ ・タイプのサーヒスとして地代 ・家賃にもＳｕｎｇａ 論を拡張でき

ること，金利のもっ ている価格としての特殊性（預貸両面で コストをヵハーしないなと）

したがって金融部門の生産額を表現する困難性を踏まえ，金利を生産的 ・非生産的両概

念に分げ後者によっ て政府債利子を説明する必要があると説く報告が提出された 。

　こうしたＧｏｌｄｂｅｒｇ氏の報告主旨に沿うものとしてこのＳｅｓｓｉｏｎ３では他にＢ．Ｈａｉｇ

（オーストラリア国民大学）氏，Ｔ・Ｋ・Ｒｙｍｅｓ（カナダカールトソ大学）氏，および１Ｖ［
．Ｊ

．

Ｍａｍａ１ａｋｉｓ（米国ウィスコソシソ大学）氏のそれぞれ大学勢からなる報告があ った。まず

Ｈａｉｇ氏の報告では金融伸介諸機関の伸介機能とは何であるか，その機能別機関のいわ

ぱ産業組織論的視野からした分類を行いそれぞれの預貸別利子水準の推移を踏まえて金

融サーピスをいわぼ公共財として定義することの妥当性が説かれた。またＲｙｍｅｓ 氏は ，

貨幣 ・銀行機能についての新古典派とケイソズ学派両者を区別する基本的な相異として

中央銀行機能をどう位置づけるかのそれによるとし，前者が中央銀行機能による「援乱」

がたけれぱ（金融）市場の不安定性はもたらされない（金利の存在とその水準差の根拠）と

する一方，後者は鞍点の不安定性と中央当局による裁量的行動の必要（杜会的 コストとし

ての位置づげ）を説くが両者とも国民所得勘定への算入方法に示竣する意味は少ない（い

ずれも金利の過小評価につながる）という論証を資産ポートフォリオの定式化にもとづい

て行った。このＲｙｍｅｓ 氏のいわば非観論に対し，以下のＭａｍａ１ａｋｉｓ 氏の報告は，い

わば金利のサーピス機能を積極的に評価し，それらを積み上ることによっ て所得勘定へ

の算入を計ろうとするものである 。

　Ｍａｍａ１ａｋｉｓ 氏によれぱ，利子および金融機関導入の取扱い方式は，これまでｒ包み

込み（ｂｕ・ｄ１ｅ）」接近方法と「非包み込み（ｕｎｂｕｎｄ１ｅ）」接近方法とに二分されると指摘し

た後で，自らは後者に依拠するとした前提で以下の議論を展開した。それは，（粗）金利

の機能は預貸別に（純）金利とｒその他の金融サービス金利」に分類され，後者は金融部

門の付加価値および中問消費に分れるとし，その時間的（在庫 ・使用機能），数量的（商業

機能），空問的（輸送機能）に加えて従来からする計算単位，取引手段およぴ富蓄蔵諸機

能に分類し，それぞれの機能が付加価値移成と中問消費部分にどう関わるかを吟味した

上で前者がｒその他の金融サービス金利」と後者の差額として求められるという概念的

操作を中心とする報告であ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３８９）
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　このＳｅｓｓ１ｏｎ３では上記の他に，中央銀行を欠く香港政庁（Ｃ　Ｃ　Ｇｒ・ｅｎ丘ｅ１ｄおよぴＨ

Ａ． Ｆｅ１１両氏）が外為 レートとリソクさせて所得勘定総体でどのように金利を評価するか

という報告，さらに他部会（とくにＳｅｓｓ・ｏｎ１およぴ５）およぴこれまでの総会でもつね

に注目され，他副こ先駆げた実例を紹介するフラソス統計局（Ｍ　Ｃｙｎｃｙｎａｔｕｓ　ＩＮＳＥＥ局

員）から同国国民勘定におげる金利の取扱い方法についての実例一金融諸機関とそれ

ぞれの金利水準の評価方法 ・評価値の紹介があ った 。

　（４）所得および総消費における分配 ・再分配間題

　終日のニクスヵ一ショソ（水曜）を挾んで再開された木曜のＳｅｓｓｉｏｎｓは午前 ・午後と

も福祉厚生評価に関連する問題であ った 。

　そのうち午前の部は所得 ・消費と分配間題であり大別して以下の二つの内容に分けら

れる。そのひとつは世代間にまたがる分配問題を取り扱 ったＬ　Ｏｓｂｅｒ９（カナダタノレハウ

ス大学）氏の報告および国民勘定におげる所得概念をミクロ ・マクロ の整合的連結とい

う観点から再検討し総消費という包括的把握に到達する道筋を示したＵ　Ｐ　Ｒｅ１ｃｈ（西

ドイッミュソヘソ大学）氏の報告であり ，いずれも理論的概念操作を中心として展開した

ものである 。

　このうちＯｓｂｅｒｇ氏の報告では，現在の世代が将来の世代に遺贈する財の仕訳は通常

消費処分と蓄積とに分げられるがその場合現在 ・将来の世代問に選好差がたけれぽ問題

はないもののそれが異る事態の方がより一般的であるとし，とくに一度処分してしまえ

ぱ代替 ・回復できない国民的文化遺産（ｎａｔｉｏｎａ１ｈ・・ｉｔａｇｅ）という概念を導入し，財 ・資

産の世代間遺産を ロールス公正基準とバレート効率基準の双方充足するという条件下で

極大化を計る定式化を行ったものであ った。その結論としては，玩在の世代が将来の選

好度を知らなくても可能な限り資本移成（蓄積）を ｎａｔ１ｏｎａ１ｈｅｒ１ｔａｇｅに導入することが

より良い状態（ｂｅｔｔｅｒ　ｏ丘）に通ずるという比較的単純なものだが，どの財 ・資産が
ｎａｔｉｏ

－

ｎａＩ　ｈｅｒｉｔａｇｅに属するかという構成（ｃｏｍｐｏｓｉｔｉｏｎ）問題が残されており ，現在の世代が

過去の世代から受けた財 ・資産のどれを保全するか慎重かつ注意深く検討しない限り全

ての世代の状態が悪化（ＷＯｒＳｅ　Ｏ丘）するという警告を含むものであ った 。

　またＲｅ１ｃｈ氏の論文では，すへての国民勘定を形成する統計テータはミクロレヘノレ

から採られるが，ミクロの世界は不完全た情報に留まるものであり ，それがマクロ の勘

定体系に集合されることによっ て完全なものになるという前提で，国民勘定体系におげ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３９０）
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る伝統的な民問消費支出概念に加えて家計消費に関する家計自身のみならずその他の部

門による諸支出を算定する手段が必要であり ，そのためには家計部門におげる貨幣所得

ぱかりでたくそれと同種の（ｉｎ　ｋｉ．ｄ）所得相等分を検討する要を説き，処分と分配，敢

引者と取引実態およひ分配と使途などの会計諸原則と勘定体系との関係をＳ　ＮＡ ・Ｅ　Ｓ

Ａ・ フラソス国民諸勘定におげる概念差を検討しつつ，消費の総体把握に至る（それは

所得の総体把握に通ずる）概念の拡張的論理の道筋を示した。これは後述するＤｒｅｃｈｓ１ｅｒ

氏の報告などとともに制度機構の相違を踏まえて整合化を目指す国際比較作業などにと

って多大な示竣を与えたものといえる 。

　以上二編の理論的研究に対して，この午前の部の後半は所得分配の統計的実証研究の

報告が占めた 。

　それらの課題を中心に以下簡単に紹介すると，Ｑ　Ｅ・Ｎ・Ｗｏ１ｆ（ニュー・ ヨーク大学）氏

の米国のやや長期（１９６２－８３年問）にわたる家計資産の分布状況を原データと資産貸借対

照表による調整後データを比較し，６０年代の相対的不平等は不変，７０年代の増大そして

８０年代にもｒレーガノミクス」の意図とは逆に増大している結果を導びき出した報告 ，

　西ドイツ雇用者総数の約半数が受給し，国民年金総額の２～３割に達しつつある職業

年金（ｏｃｃｕｐａｔｉｏｎａｌ　ｐｅｎｓｉｏｎ）が退職後の収入分布にどのような位置を占めるか分析した

Ｇ　Ｆｒａｎｋ（ゲーテ大学）氏の報告，　戦後カナタに・おげる所得分配の不平等化指標は・そ

の間の経済杜会における激変にも係わらず安定しているが，これは不平等化を防ぐ各個

人の対処とマクロ 経済要因の影響か大きいとみなせるとする１〉［Ｃ　Ｗｏｌｆｓｏｎ（杜会開発省）

氏の報告，＠賃金 ・給与以外に振替所得（年金など）および個人問の移転所得を加算し

て平等 ・不平等を吟味したＩ　Ｅｋｅ（ハソヵリー経済研究所）氏，◎米国に・おげる老齢層の

相対的経済地位を調査し，その所得水準の上昇と貧困化ライソの低下を数値的に証明し

つつも，所得水準の生活水準に与える時代的相違および最下層（とくに黒人高齢掃人層）

の貧困化を考慮する必要を説くＪ　Ｑｕ１ｍ（ポストソ大学）氏による各報告がそれらであ

つた 。

　（５）経済 ・社会諸統計の共通フレーム ・ワーク内での統合

　国民経済の勘定体系を，今日益々その比重を高めてきつつある杜会面にまで拡張して

両老を整合的なシステム体系として纏め上げようとする努力は１９７０年代はじめから各所

　　　　　　　７）
で試みられている。それも厚生福祉の評価問題がひとり経済面に留まっ ていることを許

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３９１）
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されない時代の反映でもある 。今回のＩＡＲＩＷ総会では木曜午後の部会（Ｓｅｓｓ１ｏｎ５）に

それらの研究報告が当てられた 。

　一口に杜会面といってもその体系システムがどのような間題に焦点を合わせるか，ま

たどの経済勘定との統合を計るかによっ て様相が変わってくる（たとえぱＳｔｏｎｅ 教授の研

究では人口動態を基本に据えてその教育 ・雇用 ・稼得面と生産を中心としたトＯ経済勘定との接

合を計ったものである）。 今回総会で提出された報告では，ＯＣ　Ｓａｍｄｅｒｓ（英国サセヅクス

大学）教授の住宅面に焦点を合わせたもの，その具体的な内容としては所得勘定に占め

る公共 ・民問双方の位置を補助金および関連振替所得 ・支出たど金融面を加味して総消

費的見地から国際比較し，持家についての現行帰属家賃方式をも再検討した分析，　教

育・ 保険 ・文化 ・研究 ・環境およびその他の杜会厚生にまで拡張し，それぞれをサブシ

ステム（Ｓａｔｅ１１・ｔｅ）勘定として位置つげ，中間勘定（Ｕｓｅｓ とＲｅｓｏｕｒｃｅｓから成る）として生

産・ 操業および成果（所得）の仕訳を前提にそれぞれと本体である国民勘定との統合を

計っ たンステムと数値例の報告（Ｍ　Ｌｅｍａ・ｒｅフラソスＩＮＳＥＥ局員），　住宅 ・医療 ・公害

防除および研究開発の各分野について金融勘定と支出勘定を設げ（公共 ・民間別の仕訳に

留意しながら），後者を投入 ・産出分析と接合さ昔てそれぞれの成果評価を行うとともに

総合的な杜会指標への統合化を試みた報告（鵜野公郎筑波大教授），＠家計部門勘定に焦

点を絞り ，その経済勘定でのこれまでの取扱い方法の不備を指摘したがら，同部門にお

げるマク回 ・ミクロ両統計テータの統合を計って，持家評価，年金 ・保険，非営利機関

サービス，保健 ・医療 ・金融各種便益サービスたどの経常面，さらには家計資産形成と

しての持家建設および耐久消費財の再評価を行い，ＳＮＡ個人勘定を経常 ・資本両勘定

面での修正を経た後で，家計貯蓄と資本形成，家計資産蓄積状況およぴ実質購買力の再

評価などのこれまでの国民経済勘定では把握が困難であった家計部門の総合的経済評価

への途を切り開いた実測値を含んだ報告（Ｒ．＆Ｎ．Ｒｕｇｇ１ｅｓ 両氏），◎就労 ・余暇と福祉

問題の変化を取扱った報告（Ｔ．Ｊｕｓｔｅｒ 米国ミッガソ大学教授）など，点数は限られている

もののこの分野におげるＩＡＲＩＷ学会会員の地についた経験 ・実績の豊富さと同時に水

準の高さを物語るに充分な内容の展開を示した 。

　上記の外に，統計上の統合化をさらに　般的に検討したＬ　Ｄｒｅｃｈｓｌｅｒ（前出）氏の報

告は以上に紹介した諸報告をいわぱ総括するものとして位置つげられ注目を集めた 。
　　　８）

　同氏によれば，出身国ハソガリーの科学アカデミーでの経験および国連統計局での各

国統計局の調整役としての経験を踏まえながら統合化の歴史的経過とその必然性を述べ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３９２）
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個々の諸統計が各国共独立に＝誕生してきたこと（したがってそれぞれ独自のシステム ・概念

・分類などを持つ），そのため統合化にあたっては，経済 ・杜会 ・自然環境など異分野の

間題，マクロ ・中間 ・ミクロ など異なるレベルの問題，さらに情報システムとして統計

・計画 ・（金顧）記録など異なる多機能を荷っていること次ど多次元にわたる整合性が計

られたけれぱならたいため，分類上 ・計測単位上 ・概念調整上 ・評価上様次な コソフリ

クトを伴ったものである一方，以下のような誤解を受げ易い。すなわち統合化は整合性

が完全である単一の閉鎖体系を達成することとか統合化の限界を踏えてそれに懐疑的に

なるとかの両極端の考え方に走り勝ちである。前者についてはもともと実現不可能であ

るという余裕が欲しいし，後者については避け得べき不整合性が各国諸統計には未だ多

く存し，それらを改善することが情報システム効率化につながることが実例を交えて指

摘された。また統合化を作業システム化と混同してはたらないこと，とくにデータ ・べ

一スと自動化は統合化に役立つが，概念的 ・理論的検討がそれに先立つものでなけれぽ

たらず，その点では現存の統計統合化に当っては未だ多くの問題が残されているとして

締めくくっ た。

　（６）サービス活動の計測

　前回総会（ルクセソブルグ）において，偶然同じ夕食のテーブルに座り ，目本におげる

サーピス産業分析の現況を，Ｚ　Ｋｅｎｅｓｓｅｙ（米国Ｆｅｄｅｒａ１Ｒｅｓｅｎｅ　Ｂｏａｒｄ景気観測部長，今

回総会Ｓ・ｓｓ・ｏｎ６のＯｒｇａｎ・・ｅｒ）氏と話合ったのがきっ かげとなり ，この稿筆者もこの第

６部会の報告老の一人に加わる破目とな った。その際，Ｋｅｎｅｓｓｅｙ氏は自身の今回報告

論文となった草稿段階の下書きを筆者に手渡しながら米国におげる工業製品の国際競争

力の低下，したがって工業部門の成長力の鈍化を産業構造の変化としての認識フレーム

でとらえ，第１次（抽出），第２次（加工）および第３次（配送）各産業（分類）に加え第

　　　　　　　　　９）
４次（情報）産業分類を行い，効率原則が必ずしも適合しないこの４次産業が米国経済

杜会で肥大化し，それが資源配分およひ市場機構に誤 った均衡（ｍ・ｓｅｑｕ１ｌ・ｂｍｍ）をもた

らし物的生産基地を極東に譲らざるを得なくなってきたと説いた。ついては筆者に２次

部門の比重が高い目本で３ ・４次がどうなってきているか計測して欲しいとのことであ

った。なおＫｅｎｅｓｓｅｙ氏の今回報告論文は，上記の米国の推移を国民所得統計 ・投入産

出表などで実証的に明らかにし，Ｃ．Ｃ１ａｒｋ，Ｓ．Ｋｕｚｎｅｔｓ，Ｈ．Ｂ．ＣｈｅｎｅｒｙおよびＶ
．Ｒ

．

Ｆｕｃｈｓ その他などの研究成果を展望しつつ，４次産業のもつ経済杜会的意味を文明（史）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３９３）
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論的立場から上述のようた功罪を含めた評価を行うとともに，その経済学的論拠を

Ｌｅｏｎｔｉｅｆ－Ｓｒａ伍ａ体系，新古典派および制度学派毎に検討し，なお今後に大きな検討の余

地が残されていることをを示したものとなっている 。

　この要請を受げて，筆者は雇用 ・所得統計から目本の同様の推移と現状を概括すると

ともに欧米および目本１１カ国の投入 ・産出表を用いて３ ・４次およびそれらを合計した

サーピス産業の推移と現状から工業部門の比重の大きい６ヵ国（米国 ・スゥェーデソ ・英

国・ オラソダ ・西ドイッおよび目本）を抽出し，それらの進展度から目本を位置づげる序列

化を行った。その結果は３次およぴサーヒス合計の進展序列で上記括弧内の順位であり ，

４次で西ドイツと目本の位置が入れ替わるとする結果を得た。次いで投入産出表のフレ

ームを用い，主として米国と対比させたがら目本のサービス化が産業部門（とくに工業お

よびサービス各部門） ・最終需要部門（とくに家計消費部門）それぞれによっ てどのようにも

たらされているかその推移と現状を分析した。その結果として目本は３次部門におげる

生産性は米剛こ未だ及ぱず，家計部門が経済構造に占める比重の相対的低さから経済全

体のサーピス化・ ４次化にあたっての同部門の役割は未だ小さく未成熟ともいえるが ，

家計部門内のみを採り出してみると，目本の４次化は米国のそれを凌駕することが明ら

かとな った（また予測では今世紀内に目本の国内生産額に占める３次 ・４次Ｌたがってサービス合

計で，米国のそれぞれ現状水準を上回る結果を得た）。 総じてやや先走った結論ながら，１次

が２次を生み２次が３次を，３次が４次という歴史的経過からして４次が５次（ニュー

　サーピスまたはｑｍｔｅｒｎａｒｙ）を生む（目本の経済杜会に占める産業比重の大きさからも）とい

った漸進的プ ロセスの可能性を説いた 。

　以上の筆者の報告は，国別序列 ・順位という多少とも国家威信にも係わる内容にふれ

たため報告を終ると同時に西ドイツ連邦統計局員から発言があり ，国際比較の際には

（たとえ投入 ・産出表という比較的各国似か寄った統計数値でも），報告冒頭でことわりを入れ

たにも拘らずもっと定義と分類を整合させる必要があるとクレームがつげられたが，Ｔ ．

Ｐ　Ｈ１１ｌ（ＯＥＣＤ統計局長，今回の総会でＩＡＲＩＷ議長に選出された）氏から統計作成者側がそ

れにもっと留意したけれぽ次らたいこと，また倉林氏からは弾力性分析たど定義 ・分類

の不備を補う方法もあることなど報告者にとっては好意的な発言を多数得た。病気で欠

席のＣ　Ｓａｕｎｄｅｒｓ（前出）教授（ｄ１ｓｃｕｓｓａｎｔ）からも書状で懇切な コメソトを戴き，Ｏｒｇａ－

ｍｚｅｒ がそれを会場で読み上げるなど，出発真際のｒやっつげ」仕事でＳｅｃｒｅｔａｒｙか

ら論文はどうなったかと心配がてらのご注意を戴くたどあったが，そのＳｅｃｒｅｔａｒｙ（Ｎ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３９４）
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Ｒｕｇ９１ｅｓ 教授）からをはじめ コーヒー・ ブレークおよび食事時のお世辞も兼ねた褒め言葉

を多数受げたこと，そして何よりもＯｒｇａｎｉｚｅｒであり依頼主でもあるＫｅｎｅｓｓｅｙ氏か

ら何度も ‘Ｉ　ａｐｐｒｅｃｉａｔｅ　ｙｏｕ
．’

と繰返し握手を求められたことからしても，まずまずの

成功てあ ったと自認した次第であ った。それも，このＩＡＲＩＷ総会報告では統計上の

概念 ・定義 ・分類の勘定体系 システムからする吟味の報告が多く ，そのプ ロ中のプ ロ達

もそれにやや食傷気味で，筆老のような単純な実証分析がその雰囲気に受けたという余

り自讃できぬ事情が働いたことも否定できない 。

　統計上の概念 ・定義 ・分類諸基準の体系的検討は，このＳｅｓｓｉｏｎ６で筆者に先立 っ

て報告されたＪ．Ｒ．ＮｏｒｓｗｏｒｔｈｙおよびＪ．Ａａｎｅｓｔｅｄ（米国商務省セソサス局）両氏による

経済分析のためテータ必要性からみたサーヒス産業における計測　　同産業におけるア

ウトプ ット ・イソプ ットの性格，価格 ・生産性の評価方法，事業所 ・企業 ・製品の特徴

および産業の分類基準など，製造業におけるそれらと比較した概念的た検討を行った分

析， ラテソ ・アメリカ各国のサービス部門関連諸統計の整備状況をサーベイしたＭ

Ｍａｍａｌａｋｉｓ 氏の報告，ＭＰ　Ｓとの関連でサービス活動の理論的 ・統計実証的研究を行

ったＲ．ＧａｊｅｃｋｉおよびＳ．Ｋａｓｉｅｗｉｃｚ（ポーラソド統計 ・計画中央学校）両氏の報告，家

計行動における市場　非市場生産問の代替 ・補兀関係から家計の最終消費サーヒスを導

出するＡ．Ｃｈａｄｅａｕ（パリ大学）およびＣ．Ｒｏｙ（ＩＮＳＥＥ）両女史の報告，国際サーピス

取引の把握改善を計るＯ．Ｇ．Ｗｈｉｃｈａｒｄ（米国商務省経済分析局）氏，若干悔渋ながらサ

ービス産業についての所得分析について網羅的な文献調査をしたＳ．Ｋ．Ｇｈｏｓｈおよび

Ｍ． Ｍｕｋｈｅｊｅｅ（イソド経営研究所）両氏の報告などが続いた 。

　（７）地域勘定およひその他の提出諸論文

　地域問商品 ・サービスおよび所得 ・金融フローのネ ット ・ワークを整合的に把握し ，

全国あるいは国際問でその統括表を作成するのは決して生易しいことではない。冒頭の

ＳｔＯｎｅ 教授の コメソトにもあったように，この空問概念での整合性を目標にした作業を

進めることは，国民勘定体系それ白体の整合化に多大な補完的役割を果すことになる 。

　今総会では，個別国の経験としてフィソラソドのＲ・ＨｊｅｒｐＰｅ（財務省），Ｏ・Ｅ・Ｎｉｉｔａｍｏ

およぴＭ　Ｓｕｕｒ－Ｋｕｌａ１ａ（中央統計局）三氏による報告，国際問の経験としてＥＵＲＯＳ －

ＴＡＴ（Ｒ．Ｍｌｕｔｈｍａｎｎ およびＪ．Ｈｏｐｋｉｎｓ 両氏），国連ＥＣＬＡ（Ａ・Ｒ・Ｇ・Ｂｅ１ｇｒａｎｏ 氏）および

イソドを中心としたアジア太平洋地域の勘定体系（Ｓ．Ｇ．Ｔｉｗａｒｉ前国連ＥＳＣＡ委員）の報

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３９５）
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告があ った 。

　総会最終目にあたる土曜午前のＳｅｓｓ１ｏｎは，課題テーマの関連性はないが，主とし

て会員から提出されたＣＯｎｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｐａｐｅｒｓ が報告される。今総会では１４編が提出され

た。 Ｃｏｎｔｒ１ｂｕｔｅｄとい っても必ずしもｍ１ｓｃｅ１１ａｎｅｏｕｓではない。たとえはＨ　Ｈ　Ｐｏｓｔｎｅｒ

（カナダ経済審議会）氏の報告は，　 ミクロの企業統計勘定とマクロの経済勘定の整合化の

限界をどう克服するかという次回総会（イタリー）のメイソテーマのひとつに先便をつ

げたものであるし，Ｈ　ｖａｎ　ＯｏｓｔｓｔｒｏｏｍおよぴＡ　Ｍａｄｄ１ｓｏｎ（オラソダグロニソゲソ大学）

両氏の農業実質生産額およぴ生産性について国際比較推計を行った報告，Ｔ　Ｍ　Ｓｍｅｅ －

ｄｍｇ（米国ユタ大学） ・Ｒ　Ｒａｍｗａｔｅｒ（同ハーハート大学） ・Ｒ　Ｈａｕｓｅｒ（西トイソフラソクフ

ルト大学） ・Ｇ・Ｓｃｈａｂｅｒ（ルクセソブルグリージ大学）諸氏の欧米共同研究（フォード財団資

金によると推定される）による主要工業７カ国の貧困化について一その構造と原因につい

ての国際比較研究の報告，さらには投入産出表における産業部門と制度部門の対応関係

についてのＣ・ｖａｎ　ｄｅｎ　Ｂｏｓ（オラソダ統計局長）氏の報告および コロソビァを対象とし

て計測した杜会勘定マトリックスの推計と予測および乗数分析についてのＳ
．Ｉ．Ｃｏｈｅｎ

およびＴ　Ｊｅ１１ｅｍａ（エラスムス大学）両氏による各報告などが主なものとして上げられ ，

いずれも各Ｓｅｓｓ１ｏｎの主要論文に格付げされて然るへきかそれらを上回る出来映えを

示したものである。質疑に立ち上ったＥＵＲＯＳＴＡＴ局員から何でこんな立派な報告に

欠席者がかくも多いのか残念であると憤激してＯｒｇａｍｚｅｒ（Ｒ　Ｒｕｇｇ１・・ 教授）に迫る一

幕もあ った 。

むすびにかえて

　ＩＡＲＩＷ総会では毎回仲日にあたる水曜目に家族参加者を含めて全員（ほほ２００名）ハ

ス旅行に参加する。今回は前記したようにアムステノレダム市内観光であ った。ダム広場

王宮内見学を振り出しに水上ボートによる運河めぐり ，さらにはハイネケソエ場や国立

美術館見学と多彩た内容であった。また昼食はスウェーデソ王から市に寄贈された銅椅

子に坐り大ドーム（Ｓｏｎｅｓｔａ　Ｈｏｔｅ１）で，夕食は中華料理（Ｓｅａ　Ｐａ１ａｃｅ）と豪華な内容に舌

鼓みを打った。途上会議出席者はハスの中，見学の道筋でいやでもお互いに言葉を交す

ことにたる。エクスカーショソ最中ばかりではない。毎日の朝昼晩三食を共にするし ，

今回は到着目の目曜にＷｅｌｃｏｍｅ　Ｃｏｃｋｔａ１ｌバーティ ，月曜には野外ハーベキ ューとスク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３９６）



　　　　　　　　　　　　第１９回ＩＡＲＩＷ総会に出席して（鈴木）　　　　　　　　　　１４７

ウヱ アダソス大会があ ったし，あるいは会議セソターの遊戯施設やバーで随時打ち興ず

るなど，とくにこれも恒例化している ’金曜晩のＣ１ｏｓｉｎ９デナーな＝ どはメイソデ ィッシ

ュが供されるのは真夜中１１時過ぎにたるほどに話を弾ませ，常連はお互い旧知 ・旧交を

暖め，新顔も国際交流の真只中に投げ込まれる 。

　参加老の顔ぶれはすでに報告老で紹介Ｌたように，国連，ＯＥＣＤ，世界銀行およびＩ

ＭＦたとの国際諸機関員，東西各国の官庁統計局員，中央銀行をはじめとした金融マソ

などの実務家から大学教員 ・研究所員に至るまで大家から新米まで多様 ・多彩な分野に

及ぶ・なかにはＭ・Ｗａｒｄ（世界銀行）夫妻のように子女を故国英国の有名校（寄宿舎）

に通わせ，家族が寝食を共にするのはこの会議でという生活様式や，お互い過去の総会

で見知った家族の消息をたずね，出席家族の写真を撮って帰国後にその成長ぶりを披露

するなど家族同志のつき合いにまで至る 。

　総会会議の事務局役および上述した各種催し物の世話役は主催国の統計局（または委

託された観光業者）がこれに当り ，会費と供応の食費などを勘案すれぱ，統計局を中心と

した主催国政府の補助がかなり支出されていることが推察される。内実は不明だが，す

でに欧州主要諸国は２回ずつ開催していることからすれぱ各国共国民勘定体系整備への

知識上の貢献へのいわぼ見返りとして自ら主催国を引き受けているのであろう
。

　目本からの出席者は，欧州留学者を含めて参加国の中では決して少たくたい。しかし ，

出席者の過半以上に及んでいるとみられる官庁統計担当者に相当する目本からの出席者

は極く稀にしかたい。日本のＳＮＡ整備水準からして，その経験を披露する上からも ，

今後一層その水準を高め，その方面での国際交流を計る上からも，目本の官庁関係から

のＩＡＲＩＷ総会出席が常時かつ複数であるようになることが切に望まれる。そして出来
　　　　　　　　　　１０）
れば，近いうちに主催国を引き受けられるようになれば，目本が自他共に認めている経

済大国としての責任の一端を果すことになるのだが……

＜圧およぴ参考文献＞

　１）第１回総会以来１６回までの開催国 ・都市名およびＩＡＲＩＷの構成（会員および組織など）

　　さらには同学会および各総会が国民経済計算体系（Ｓ　ＮＡ）の発展にどのように貢献してき

　　たかは，倉林義正 ・作間逸雄著「国民径済計算」（東洋経済新報杜，昭和５５年）にくわしい

　　記述がある。なお筆者は同著記載後の第ユ７回（フラソス ・シャソティイ），ユ８回（ルクセソ

　　ブノレグ）および今回の３回ともに出席の機会を得た 。
　２）「Ｒｅｖｉｅｗ　ｏｆ　Ｉｎｃｏｍｅ　ａｎｄ　Ｗｅａ１ｔｈ」

　３）Ｕｎｉｔｅｄ　Ｎａｔｉｏｎｓ『Ａ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｏｆ　Ｎａｔｉｏｎａ１Ａｃｃｏｕｎｔｓ』１９６８．なおこの書は表紙の色から

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３９７）
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　　　『Ｂ１ｕｅ　Ｂｏｏｋ』と称されている
。

　　４）　なおここでは今１９回総会の内容を紹介することが主であるので過去の総会におげるプ ログ

　　　ラム 内容については省略するが，ここ数回の同総会のプ ログラム 内容は，以上の倉林論文で

　　　ふれられているＳ　ＮＡ改訂課題のほとんど全てを網羅している 。

　　５）　『Ｔｈｅ　Ｆ１ｏｗ－ｏトＦｕｎｄｓ　ＡｐＰｒｏａｃｈ　ｔｏ　Ｓｏｃｉａ１Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ ，ＡｐＰｒａｉｓａｌ，　Ａｎａ１ｙｓｉｓ，　 ａｎｄ

　　　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ－Ｓｔｕｄｉｅｓ　ｉｎ　Ｉｎｃｏｍｅ　ａｎｄ　Ｗｅａ１ｔｈ，ｙｏ１ｕｍｅ　Ｔｗｅｎｔｙ－Ｓｉｘ　Ｂｙ　ｔｈｅ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ

　　　ｏｎ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　ｉｎ　Ｉｎｃｏｍｅ　ａｎｄ　Ｗｅａｌｔｈ』Ａ　Ｒｅｐｏｒｔ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｒｅａｕ　ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ

　　　Ｒｅｓｅａ「ｃｈ，Ｐ「ｉｎｃｅｔｏｎ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９６２．なお，同会議の実行委員会および報告者に

　　　は，現在ＩＡＲＩＷの有力会員であるＲ　Ｗ　Ｇｏｌｄｓｍ１ｔｈ（Ｙａ１ｅ 大学教授），Ｒ　Ｒｕｇｇ１ｅｓ（同） ，

　　　ＳＡＧｏｌｄｂｅｒｇ（前国連統計局長），ＪＷＫｅｎｄｒ１ｃｋ（ＧｅｏｒｇｅＷａｓｈ１ｎｇｔｏｎ 大学教授），Ｇ

　　　Ｊａｓｚｉ（米国商務省Ｂｕｒｅａｕ　Ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃ　Ａｎａ１ｙｓｉｓ 経済分析局長）およびＥ．Ｄｅｎｉｓｏｎ（Ｂ「ｏｏｋ’

　　　ｉｎｇＳ　ＩｎＳｔｉｔｕｔｉＯｎ）たどが名を連らねている
。

　　６）　Ｐ　Ｓ　Ｓｕｎｇａ，“ Ａｎ　Ａ１ｔｅｍａｔ１ｖｅ　ｔｏ　ｔｈｅ　Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ｔｒｅａｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｉｎｔｅｒｅｓｔ　ａｓ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ１ｎ

　　　ｔｈｅ　Ｕｎ１ｔｅｄ　Ｎａｔ１ｏｎｓ　ａｎｄ　Ｃａｎａｄ１ａｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　ｏｆ　Ｎａｔ１ｏｎａｌ　Ａｃｃｏｕｎｔｓ ”， ｔｈｅ　Ｒｅｖ１ｅｗ　ｏｆ

　　　Ｉｎｃｏｍｅ　ａｎｄ　Ｗｅａ１ｔｈ，Ｓｅｒｉｅｓ３００，Ｎｏ ．４，Ｄｅｃｅｍｂｅｒ１９８４

　　７）その代表的なものとしてたとえぱ，Ｒ．Ｓｔｏｎｅ，ｒＤｅｍｏｇｒａｐｈｉｃ　Ａｃｃｏｕｎｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｍｏｄｅ１－

　　　Ｂｕｉ１ｄｉｎｇ』ＯＥＣＤＴｅｃｈｎｉｃａ１Ｒｅｐｏｒｔｓ，１９７１．およびＭ．Ｍｏｓｓ（ｅｄ
．），『Ｔｈｅ　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ

　　　 ｏｆ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃ　ａｎｄ　Ｓｏｃ１ａ１Ｐｅｒｆｏｍａｎｃｅ』ＮＢＥＲ　Ｓｔｕｄ１ｅｓ１ｎ　Ｉｎｃｏｍｅ＆Ｗｅａ１ｔｈ，Ｎｏ３８ ．

　　　１９７３．またわが国でもＮＮＷ指標あるいはＳｏｃｉａ１Ｉｎｄｉｃａｔｏｒｓ（杜会指標）の研究として手

　　　掛けられたものがある 。

　　８）なおＬ　Ｄｒｅｃｈｓ１ｅｒ 氏はＩＡＲＩＷ学会の前々議長（Ｃｈａ１ｒｍａｎ）でもあった 。

　　９）同氏の産業分類基準を大まかに紹介すると第１次（Ｐｒｉｍａｒｙ）産業が農林水産 ・鉱業で自

　　　然資源抽出（ｅｘｔｒａｃｔ１０ｎ）に関係する産業，第２次（ｓｅｃｏｎｄａｒｙ）産業が物的製造およぴ加工

　　　（Ｐｒｏｃｅｓｓｍ９）業，第３次（ｔｅｒｔ１ａｒｙ）がその物的製造　加工に関連する商業 ・交通運輸 ・ニ

　　　ネルギー（上下水道を含む）など配送（ｄｅ１ｉｖｅｒｙ）を主たる内容とする産業，そして・その他

　　　の通信，金融保険，不動産，公務，その他サーヒスから成り情報（１ｎｆｏｒｍａｔ１ｏｎ）関連とし

　　　て一括される４次（ｑｕａｒｔｅｍａｒｙ）産業から構成されている 。

　　１０）なお同種の国際会議である第８回Ｉｎｐｕｔ－Ｏｕｔｐｕｔ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅｓは来１９８６年夏北海道大学で

　　　目本政府の援助もあって開催される予定となっている 。

（３９８）




